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2024 年度固定資産（土地）の評価替えについて 

－ 県内市町村の基準宅地に係る路線価等 － 

 

 2024 年度固定資産（土地）の評価替えにあたり、2023 年 11 月 16 日（木）に愛知県

固定資産評価審議会から 2024 年度の愛知県内各市町村の基準宅地に係る路線価等（路

線価又は１㎡当たりの評価額が最も高い宅地。以下同じ。）について答申があり、本日、

答申どおり路線価等を決定しました。 

 

 市町村の基準宅地に係る路線価等の概要 

  ○ 県内 54 市町村の 2024 年度の基準宅地の価格（2023 年１月１日時点）につい

て、前回（2021 年度）と比較すると、名古屋市始め 30 団体が上昇し、犬山市始

め３団体が据置、半田市始め 21 団体で下落となっており、県内市町村の基準宅

地に係る路線価等は依然として二極化の傾向が続いています。 

（前回（2021 年度）：名古屋市始め 33 団体で上昇、碧南市始め 10 団体で据置、

半田市始め 11 団体で下落） 

（注）基準宅地＝標準宅地のうち、路線価又は 1㎡当たりの評価額が最も高い宅地 

標準宅地＝市町村内の宅地を、状況が類似すると認められる地域に区分し、その地域

ごとに当該地域において標準的であるとして選定された宅地 

路 線 価＝街路に接する標準的な宅地の 1㎡当たりの価格 

 
○ 県内の基準宅地に係る路線価等の 2021 年度から 2024 年度までの変動率 

   （３年間の単純平均）は、0.4％となっています。 

上昇率の大きい上位３団体 下落率の大きい上位３団体 

市町村名 路線価(円/㎡) 変動率 市町村名 路線価(円/㎡) 変動率 

刈谷市 212,000 12.8% 南知多町 23,000 ▲13.9% 

春日井市 206,500 11.3% 美浜町 32,200 ▲13.7% 

知立市 156,100 8.8% 豊根村 4,655 ▲7.8% 

    ※ 変動率は、基準宅地における上昇又は下落を示すもので、その変動率が

市町村内全体の地価の変動を示すものではありません。 

 

   〔変動要因〕 

    ・上昇率の大きい団体における上昇の主な理由は、駅付近の開発、駅ビルの

開業、土地区画整理事業の施行による集客力や利便性の向上等による土地

の需要の高まりによるもの。 

     

・下落率の大きい団体における下落の主な理由は、人口の減少及び高齢化の進

行や沿岸部における土地の需要の減少によるもの。 
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※ 総務大臣指定市（名古屋市）の基準宅地に係る路線価について 

各都道府県の県庁所在市（総務大臣指定市）の基準宅地に係る路線価について

は、総務省において地方財政審議会固定資産評価分科会への報告を経て、公表さ

れています。 

 

（参考） 

１ 固定資産の「評価替え」とは 

○固定資産税は、市町村における税収の 41.4％（2022 年度決算ベース）を占める基

幹的税目であり、その課税対象は土地、家屋、償却資産の３種類となっています。 

 ○このうち、土地及び家屋については、原則として評価を３年間据え置くこととさ

れ、従って３年に１度、資産を評価し直すこととされています。これを「評価替

え」と呼び、前回の評価替えは 2021 年度に実施され、次回は 2024 年度に行われ

ます。 

 

２ 評価替えの仕組み 

 ○固定資産の価格（評価額）は、地方税法上「適正な時価」（第 341 条）とされてお

り、具体的な評価は「固定資産評価基準」（昭和 38 年自治省告示第 158 号）に基

づいて、各市町村が行います。 

 ○宅地については、1994 年度評価替え以降、地価公示価格及び不動産鑑定評価から

求められた価格等の７割を目途として土地評価の均衡化・適正化を図ることとさ

れており、各市町村は、基準宅地を含む全ての標準宅地について、不動産鑑定士

等による鑑定評価を実施し、評価しています。 

 ○2024 年度の土地の評価替えに当たっては、評価替えの前年の１月１日である 2023

年１月１日を価格調査基準日として、鑑定評価を始めとする作業が行われていま

す。 

 

３ 「下落修正措置」について 

 ○宅地に限定した特例措置として、2024 年度評価替えの価格調査基準日（2023 年１

月１日）から 2023 年７月１日までの半年間の地価の下落状況を評価額に反映する

ことができる措置（下落修正措置）が講じられます（1997 年度以降、この下落修

正措置が講じられております。）。 

 

 

 


